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課題 介護施設入所時の空き家の発生と、市場性を失った空き家の再流通

目的 施設入所時に空き家の管理を啓発。空き家の市場流通支援。

取組内容 介護施設入居者と親族に管理義務を啓発。専門家による相談体制の構築と市場流通支援。
再流通に有効な前面道路拡幅（6m）と、中間所有組織を介した空き家の隣地集約。

成果 新潟市から介護施設を介して、入所者と親族に空き家の管理啓発が来年度以降行われる。モデル事業として、民民
による隣地集約や、中間所有組織を介した隣地集約。新潟市と業界団体による空き家を使った道路拡幅の検討。

課題解決方法
・市場性を失った空き家が問題となる対策

⇒中間所有組織を介して隣地に集約
⇒空き家解体時に前面道路6mを確保する

・空き家の発生対策
⇒所有者の管理責任に対する啓発
⇒介護施設を通じて入所時に啓発書を配布

空き家の管
理責任者の
指名を啓発

市場流通性を失った
物件を道路（通路）の

拡幅に活用。
残地を隣地集約し
住宅市場に戻す。

中間所有組織による先行取得



介護施設及び入居者の空き家管理に関する調査と結果
【取組内容の概要】 施設管理者向けアンケート 2022/1/7

総回答
数 43

質問１

他人事ではない空き家の話を見た事はござ
いますか。

回答数 パーセンテージ

１．見た事がある 3 6.98%
２．今回初めてみた 40 93.02%

質問２

『他人事でない空き家の話』を新規の入所者
並びに親族に配布することで、管理不全空き
家の未然防止に効果があると思いますか？

回答数 パーセンテージ

１．あると思う 34 79.07%
２．無いと思う 7 16.28%
３．未回答 2 4.65%

質問３

新潟市は年２回、空き家に関する無料相談
会を行っております。入所者並びに親族へ
のサポートとして、自宅の管理に関して専門
家に無料相談できる窓口の紹介が必要だと
思いますか？

回答数 パーセンテージ

１．必要だと思う 38 88%
２．必要無いと思う 5 12%

質問４

新規の施設入所者に対して、『他人事でない
空き家の話』と無料相談の紹介等を入所案
内の中に入れて頂く事はご協力可能でしょう
か。

回答数 パーセンテージ

１．協力出来ると思う 27 62.79%
２．協力は難しい 13 30.23%
未回答 3 6.98%

空き家所有者親族用アンケート 2022/1/7
総数 28

①

空き家の管理はどなたが行っていますか。 回答数 ％
１．配偶者 0 0%
２．子ども 16 57%
３．親族 7 25%
４．業者 1 4%
５．管理していない 0 0%
６．入居者本人 1 4%
７．未回答 3 11%

②

管理者は成年後見人など法的権限はありますか？
回答数 ％

１．成年後見人 9 32%
２．所有者からの管理受託者 3 11%
３．ない 12 43%
４．本人 1 4%
５．未回答 3 11%

親族アンケート
空き家の管理者は子どもが６割
法的管理権限が無い場合が４割

施設管理者アンケート
入所時に啓発する必要性８割
相談窓口の必要性９割
協力出来る施設管理者は６割

施設入所時の、啓発の実現性を確認 2



介護施設入所時の空き家の管理に関する啓発書の作成

来年度以降、新潟市で協力頂ける介護施設から、啓発活動を実施予定 3



中間所有組織を介して空き家を隣地集約に関する調査

①隣地集約とは

②中間所有組織による先行取得

③空き家（国庫帰属地）を使った道路拡幅とは
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バディー型調査と隣地集約検証事例
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新潟市役所自身の空き家対策が本格化

①本事業の検討を受けて ②新潟市役所内で、検討会が発足 ③新潟市長に活動を報告

中原八一新潟市長
空き家対策に関するコメント
全国的にも貴重な提言をいただいた。

新潟市の担当部において参考にし、検
討を今後も続ける。
空き家問題は行政だけで対応できる
問題ではなく、皆様方の知見や様々
な知識を新潟市としても加えながら、
今後もご協力をして頂きたい。

④国庫帰属地を使った、道路拡幅実施への提言

まとめ
空き家対策には連携が重要。

民間と新潟市が協働で検討し、市役所の連携に
発展する事が出来ました。
関係したすべての皆さんに、感謝申し上げます。 6


